
（28）人事委員会事務局 
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 105

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

　政令指定都市として発展を続ける本市の将来を担う優秀な人材の採用、社会情勢に対
応した職員の勤務条件の適切な執行が行われるよう、中立的かつ専門的人事行政機関
として、公正、公平な人事行政を推進します。

市長 21,057 

査定区分 B

前年度予算額 21,096 

増減 9,787 

款/項/目 2款 総務費/10項 人事委員会費/1目 人事委員会費 要求 21,129 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 21,057 

事務事業名 人事委員会運営事業 予算額 30,883 

局/部/課 人事委員会事務局/任用調査課 〔要求と査定経過〕

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
※ 消費税については、要求時点では10％で見込んでいたため、査定で適切に精査したため、査定率に影響する場合があります。
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